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１．はじめに 

 

わが国は，国土の大部分が地震・台風などの大規模

自然災害の脅威にさらされている．また，交通・情報ネ

ットワークが発達した現代では，地域間の経済的相互依

存関係が強く，大規模自然災害による影響は，直接的に

人的・物的被害（直接被害）を被った地域のみならず，

直接的な被災をまぬがれた地域においても社会的・経済

的に被害（間接被害）が及ぶ可能性がある． 

この間接的被害の計測において，筆者ら１）のグルー

プでは空間的応用一般均衡モデル（以下，SCGEモデル）

による計測手法の提案ならびに実証分析結果を紹介して

きた．また，土屋・多々納・岡田らの研究２）も同様の

問題意識の下，これらの問題に取り組み，経済的被害計

測精度の向上に努めてきている．一方，SCGEモデルはワ

ルラス的一般均衡体系に基づきモデル構築がなされてお

り，災害前後での社会も，当然，全ての市場が均衡して

いることを想定している．しかしながら，災害後の時点

想定に依存するが，短期的には災害後に全ての市場が均

衡しているとは言いがたいであろう．そこで，本研究で

は，災害直後に生産財市場において，ある地域（被災地

域）の財の供給が制約される状況を想定したSCGEモデル

を提案し，モデルの構築ならびに実証分析結果を紹介す

る． 

本研究で想定しているモデルでは，災害により特定

地域での生産財の供給が制約される状況を想定する．こ

こで，財の供給制約とは具体的には，災害発生により交

通資本やライフラインの崩壊によって，被災地域への生

産財およびサービスの供給能力にある一定割合で制約が

かせられることを想定している．この財供給制約による

供給量の減少は，図-１に示すように，財価格の上昇を

招き，企業に超過利潤を発生させる． 
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図-１ 財供給制約時の市場 

 この超過利潤の分配が，経済的被害の空間的帰着構造に

どのような影響を与えるのかを実証的数値シミュレーショ

ンで知ることが本研究の目的となる．なお，このように不

均衡状態を扱った一般均衡分析の先進的研究として，上田
３）の研究があるが，本研究ではこれをSCGEのフレームで計

算可能にしていることに特徴がある． 

 

２．モデル分析 

 

 分析には，付表-1で示す，地域間の相互依存関係を表

現可能なSCGEモデルを用いる．このSCGEモデルにより，

局所的な災害が，周辺地域および全国へと波及していく

様子を把握することが可能となる．なお，不均衡状態を

モデル化した状態でのワルラス法則の確認は付表-2に示

すとおりである． 

 

２－１．不均衡状態のモデル化 

 

図-１で示すように，財・サービスの生産・供給能力

が制約されると，財価格が上昇する．このとき，財価格

の上昇をマークアップ率によって表現する．マークアッ

プ率により，災害による財の生産地と消費地の価格の乖

離を式(1)のように表現できる． 
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マークアップ率の導出には，中間投入合成財１単位

あたりの中間投入逆需要関数である式(2)を用いる． 
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(2) 

ただし， ii
jjcx '

' ：中間投入合成財1単位あたりの中間

投入財需要量， ii
jj

'
'δ ：中間投入合成財に関する分配パ

ラメータ， i
jj 'φ ：中間投入合成財に関する効率パラメー

タ， 'jσ ：産業 'j の中間投入合成財に関する地域選択の

代替弾力性 

 

財・サービスの供給量が災害前のSC％に制約される

と設定したとき，式(2)において中間投入合成財1単位

あたりの中間投入財需要量
ii
jjcx '

' が，災害前のSC％にな

ると設定することで災害後の価格を決定する．このとき，

地域 'i で生産された産業 'j の財を地域i で消費する際

の価格のマークアップ率
ii

j
'
'τ は，式(3)のように求めら

れる．つまり，制約水準と代替弾力性の値によりマーク

アップ率を計算することが可能となる． 
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次に，式(1)のように，財価格が生産地と消費地で乖

離することにより，財を生産している企業に超過利潤が

生まれる．超過利潤には，企業が中間投入財を購入する

ことによって生まれる超過利潤と，家計が最終消費財を

購入することによって生まれる超過利潤がある．そのた

め，これらを足し合わせることで，財を生産している企

業が受け取る超過利潤を導出する．企業が受け取る超過

利潤の導出方法を式(4)に示す．社会経済の想定に依存

するが，企業が受け取る超過利潤は，最終的に利潤配当

として当該地域の家計に帰着すると仮定する．すると，

家計が受け取る利潤配当額は，式(5)で示されることと

なる． 
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ただし， '
'

i
jπ ：地域i′ の産業 j′ が得る超過利潤， 'iπ ：

地域i′ の家計が受け取る利潤配当， ii
jjx ′
′ ：地域i′ から

地域i ，産業 j′ から産業 j への中間投入財，
ii

jq ′
' ：地域

i の家計が消費する地域i′産業 j′ の消費量 

 

２－２．実証的数値シミュレーション 

 

数値シミュレーションにあたって，基準データセッ

トには，平成7年47都道府県産業連関表４）を用いた．ま

た，地域集計単位は都道府県別47地域，産業区分は，第

一次産業，第二次産業，第三次産業の3区分とした．次

に，災害シナリオには，静岡県における災害を想定し，

静岡県発および静岡県着の生産財の供給量が，すべての

産業において災害前の80％に制約されると設定した．な

お，経済被害額の算出には，等価変分の概念を用い，家

計の効用水準の変化を金銭評価することで算出した． 

まず，図-２に災害による経済的被害の計測結果を示

す．静岡県で大きな経済的便益，東京都および愛知県で

大きな経済的被害が算出されていることがわる． 
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図-２ 経済的被害 
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図-３ 超過利潤 
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図-４ 経済的被害－超過利潤 



 

次に，図-３にはその時の超過利潤の値を示している．

静岡県で大きな超過利潤が発生している．つまり，静岡県

では移出産業における超過利潤の発生が，災害後において

発生する世帯の効用低下よりも大きな値で計測されたこと

がわかる．一方，多くの経済的被害をうける東京都および

愛知県では，超過利潤に比較して，世帯の効用低下が多き

ことを示している．さらに，図-４には経済的被害から超

過利潤を差し引いた値を示している．これは，超過利潤を

除いた，純粋な効用水準の低下のみを示したものである．

これによると，直接的な被災地である静岡県での被害が甚

大であること，さらに，東京都・神奈川県・愛知県での間

接的被害額が多きことがわかる． 

この図-4に示されている値は，従来のSCGEモデルでIceb

erg型交通費用を用いて被害算出されたものと理論的には

同じになっている．つまり，Iceberg型で災害により追加

的に必要な交通費用が消滅してしまう構造が，この超過利

潤が無くなることと一致していると考えることができるか

らである．一方，現実的には，企業にある程度の超過利潤

が発生するが，その超過利潤分は，企業の自主的な復旧活

動として消滅してしまう可能性がある．そのため，どの地

域にどのような超過利潤が残るべきなのかは，災害復旧後

の調査結果を勘案して，設定すべきであろう． 
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図-５ 経済的被害の比較 
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図-６ 超過利潤の比較 
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図-７経済的被害－超過利潤の比較 

 

なお，静岡県発，静岡県着の別々に制約を加えた場合の

計測結果は図-５～７に示すとおりである．これらの分析

結果の詳細は講演時に行う． 

 

３．おわりに 

 

 本研究では，災害の間接被害をより正確に把握するため，

生産財の供給制約を考慮したSCGEモデルを提案し，その実

証研究として数値シミュレーションを行った．その結果，

これまでのIceberg型SCGEモデルで計測されている値との

理論的相違点と計測結果の違いについて考察することが可

能となった．一方で，本研究で想定している企業の超過利

潤の発生メカニズムについて実態調査を行う必要性があり，

それらの結果が最終的な間接被害の帰着状況に大きく影響

することがわかった．なお，ここで想定している超過利潤

が消滅する要因としては，先にあげた企業の自主的復興活

動や在庫の時間経過による価値喪失などがあげられる． 
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【付表－1】 
企業行動モデル 家計行動モデル 
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【付表－2】 
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